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■問
彦
根
年
金
事
務
所
　
国
民
年
金
課

(�☎�
０
７
４
９
ー
２
３
ー
１
１
１
４
）

公
共
下
水
道
が
整
備
さ
れ
た
区
域
の
受
益
者(

土
地
の
使

用
者
や
所
有
者
等)

は
、
下
水
道
の
供
用
開
始
時
に
、
整
備

費
用
の
一
部
に
つ
い
て
負
担
金
が
必
要
で
す
が
、
対
象
地
が

農
地
で
あ
る
等
の
場
合
は
、
申
請
に
よ
り
負
担
金
の
徴
収
を

猶
予
で
き
ま
す
。

○
農
地
転
用
な
ど
に
よ
り
猶
予
事
由
が
消
滅
し
た
場
合
、
猶

予
解
除
の
届
出
が
必
要
で
す
。

○
猶
予
地
の
売
買
等
で
受
益
者
が
変
更
に
な
る
場
合
、
異
動

届
の
提
出
が
必
要
で
す
。

※
公
共
ま
す
の
設
置
等
の
申
請
で
は
受
益
者
の
変
更
は
さ
れ

ま
せ
ん
。

※
異
動
届
の
提
出
が
な
い
場
合
、
異
動
前
の
受
益
者
に
負
担

金
が
請
求
さ
れ
ま
す
。

○
農
業
集
落
排
水
区
域
お
よ
び
浅
井
地
区
・
湖
北
地
区
に
は

負
担
金
の
徴
収
猶
予
制
度
が
な
い
の
で
、
届
出
不
要
で

す
。

※
受
益
者
か
ら
の
届
出
が
な
い
場
合
で
も
、
市
で
猶
予
事
由

が
消
滅
し
て
い
る
と
認
め
ら
れ
た
と
き
は
、
届
出
に
つ
い

て
の
案
内
を
送
付
す
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
受
益
者
負
担
金
の
制
度
や
そ
の
計
算

方
法
に
つ
い
て
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

届
出
・
問
合
せ

下
水
道
総
務
課
　
☎
６
５
ー
１
６
０
０

社
会
保
険
料(

国
民
年
金
保
険
料)

控
除
証
明
書
が
、
日
本

年
金
機
構
か
ら
送
付
さ
れ
ま
す
。

年
末
調
整
や
確
定
申
告
を
行
う
時
に
必
要
に
な
り
ま
す
の

で
、
大
切
に
保
管
し
て
く
だ
さ
い
。

国
民
年
金
保
険
料
は
、
所
得
税
お
よ
び
住
民
税
の
申
告
に

お
い
て
全
額
が
社
会
保
険
料
控
除
の
対
象
と
な
り
ま
す
。

こ
の
控
除
を
受
け
る
た
め
に
は
、
控
除
証
明
書
の
添
付
が

必
要
で
す
。

対
象
と
な
る
人
お
よ
び
送
付
時
期

○
１
月
１
日
か
ら
９
月
30
日
ま
で
に
納
付
し
た
人

11
月
上
旬
に
送
付

○
10
月
１
日
か
ら
12
月
31
日
ま
で
に
今
年
初
め
て
納
付
し

た
人

平
成
31
年
２
月
上
旬
に
送
付

※
控
除
証
明
書
が
届
か
な
い
場
合
や
紛
失
し
た
場
合
は
、
左

記
ま
で
お
問
い
合
せ
く
だ
さ
い
。

問
合
せ

彦
根
年
金
事
務
所
　
国
民
年
金
課

☎
０
７
４
９
ー
２
３
ー
１
１
１
４

社
会
保
険
料(

国
民
年
金
保
険
料)

控
除

証
明
書
を
発
行
し
ま
す

■問
健
康
推
進
課(�☎�
６
５
ー
７
７
５
９)

保
険
医
療
課(

☎
６
５
ー
６
５
１
２)

「
特
定
健
診
」
を
受
け
ま
し
ょ
う

特
定
健
診
は
40
歳
か
ら
74
歳
ま
で
の
人
が
対
象
の
、
国

が
定
め
た
健
康
診
断
で
す
。
診
断
結
果
を
も
と
に
生
活
習
慣

を
見
直
し
た
り
、
必
要
な
治
療
を
受
け
る
こ
と
で
、
腎
不
全

や
脳
卒
中
、
心
臓
病
な
ど
の
大
き
な
病
気
を
防
ぐ
こ
と
が
出

来
ま
す
。
年
に
一
度
は
必
ず
特
定
健
診
を
受
け
ま
し
�
う
。

【
対
　
象
】
国
民
健
康
保
険
に
加
入
中
の
人

※
受
診
対
象
者
に
は
、
５
月
下
旬
に
オ
レ
ン
ジ
色
の
封
筒
で

受
診
券
を
送
付
し
て
い
ま
す
。
受
診
券
の
再
発
行
は
、

保
険
医
療
課
ま
で
。

○
市
が
実
施
す
る
総
合
健
診
会
場
で
受
診
す
る
場
合

【
期
　
限
】
12
月
15
日(

土)

【
申
込
み
】
健
康
推
進
課
ま
で
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

○
市
内
の
実
施
医
療
機
関
で
受
診
す
る
場
合

【
期
　
間
】
平
成
31
年
２
月
28
日(

木)

ま
で

※
事
前
申
込
み
の
有
無
な
ど
に
つ
い
て
は
、
受
診
を
希
望
す

る
医
療
機
関
へ
直
接
お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

よ
り
詳
し
い
検
査
を
希
望
す
る
人
は
、
人
間
ド
ッ
ク
費
用
の

助
成
制
度
を
ご
活
用
く
だ
さ
い

受
診
費
用
の
２
分
の
１(

上
限
２
万
円
、
宿
泊
を
伴
う
場

合
は
２
万
５
千
円)

を
助
成
し
ま
す
。
12
月
28
日(

金)

ま
で

保
険
医
療
課
と
北
部
振
興
局
福
祉
生
活
課
・
各
支
所
窓
口
で

受
け
付
け
て
い
ま
す
。
特
定
健
診
受
診
者
は
対
象
外
で
す
。

※
定
員
や
要
件
が
あ
り
ま
す
。
詳
し
く
は
保
険
医
療
課
ま
で

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

■問
下
水
道
総
務
課(�☎�
６
５
ー
１
６
０
０
）

公
共
下
水
道
区
域
の
受
益
者
負
担
金
の

猶
予
地
に
つ
い
て
の
お
知
ら
せ

▲市ホームページ

【受付期限間近】まちなかで住宅を取得する人を応援します
■問 長浜駅周辺まちなか活性化室(☎�６５ー６５４５)

随時募集(先着順)により市有地を売却します
■問 公共施設マネジメント課(☎�６５ー１７１７)

まちなか居住推進重点区域内で、市内本店業者と工事請負契

約し、住宅を新築する場合や空き家を活用する場合に、建築費

用や改修費用の一部を助成します。

助成金の交付要件や申請方法など、詳しくは担当室へお問合

せいただくか、市ホームページをご覧ください。

○制度１　まちなか住宅建築等助成金
自らが居住する個人住宅を新築等する場合

【限度額】60万円(助成率５％) 

表①の要件に該当する場合は、それぞれの額を加算

し、最大280万円助成。

【期　限】平成31年3月31日までに計画の認定を受け(工事着工

前)、平成31年12月31日までに工事が完了する必要

があります。

○制度２　まちなか空き家再生促進助成金
自ら居住するために購入(賃借)した、長浜町家再生バンクに

登録された空き家の改修工事を行う場合

【限度額】30万円(助成率10％) 

表②の要件に該当する場合は、それぞれの額を加算し、最大230万円助成。

民間不動産事業者の専門的な情報や手法を活用し未利用財産の売却を推進するため、滋賀県湖北不動産事業協

同組合の協力を得て、随時募集(先着順)による市有地の売却を実施します。

【期　間】11月12日(月)〜平成31年１月24日(木)

【申込み】申込書を直接担当課まで。

【問合せ】物件について　滋賀県湖北不動産事業協同組合

☎６４－１８００

申込について　公共施設マネジメント課

☎６５－１７１７

※案内書・申込書は、担当課と北部振興局地域振興

課・各支所、滋賀県湖北不動産事業協同組合で配布

します。また、市ホームページからダウンロードす

ることもできます。

※随時募集による市有地の売却とは、市があらかじめ

定めた最低売却価格以上で、最初に申し込まれた人

を買受人に決定する方法です。

表①【制度１関係】 表②【制度２関係】

加算メニュー 限度額 助成率

住宅建築のために平成26年４月
１日以降に敷地の所有権または
借地権を新たに取得した場合

100万円 ４％

子育て世帯の場合 50万円 ２％

多世代同居世帯の場合 50万円 ２％

多子世帯の場合 20万円 １％

加算メニュー 限度額 助成率

空き家の再生のために平成26年
４月１日以降に建物および敷地
の所有権(借地権)を新たに取得し
た場合

100万円 ７％

子育て世帯の場合 50万円 3.5％

認定町家を再生する場合 50万円 3.5％

所在地 地目 面積 最低売却価格

１ 東上坂町字野神１５３３番７ 宅地 １７９.５８㎡ ２,０４０,０００円

２ 富田町字天神９０番１ 宅地 ２７２.８５㎡ ２,７８０,０００円

３ 西浅井町大浦字狐田２４４５番５ 宅地 ３４４.５８㎡ ５,２７０,０００円

▲市ホームページ


